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1 はじめに1 

週間天気予報や１か月予報等に用いる全球アンサ

ンブル予報システム（Global Ensemble. Prediction 

System；以降 GEPS）が 2022年と 2023年に更新され、

それぞれ予測精度が向上した。本紙では、更新の概

要や試験の結果等を簡潔に紹介し、また数値予報開

発センターより提供され、他の刊行物等で公開されて

いない予測精度の資料についても述べる。 

この GEPS 更新に伴う、週間天気予報のガイダンス

や１か月予報等のガイダンスの予測精度について、

2022 年と 2023 年の比較を本紙で述べる。2022 年の

GEPS の更新時に季節アンサンブル予報システムによ

る「２段階海面水温（Sea Surface Temperature；以降

SST）法」が用いられ、2023 年の更新時にこの適用範

囲が拡大された。これにより日本近海の SSTの予測精

度も向上した。この「２段階 SST 法」は 5.5 日（132 時

間）先以降に対して用いられており、その効果は 2 週

目以降に発揮されている。よって、週間天気予報の各

ガイダンスの予測精度は中立となった一方、１か月予

報等では全ての季節の 2 週目以降の気温のガイダン

スに明らかな改善傾向がみられ、冬の降雪量、春の

降水量や日照時間のガイダンスの予測精度にも改善

傾向が見られた。 

また気象庁では、平成 4 年よりエルニーニョ監視速

報2においてエルニーニョ/ラニーニャ現象の実況と見

通しを、これに加えて平成 21 年より西太平洋熱帯域

やインド洋熱帯域の海面水温の実況と見通しを発表

してきた。エルニーニョ/ラニーニャ現象は中・東部太

平洋熱帯域の大気海洋の変動であるが、その影響は

大気大循環を介して全球へと伝わり、日本を含む世

界各地の天候にも影響をもたらす。西太平洋熱帯域

やインド洋熱帯域の海面水温の変動も、日本の天候

に関係するとともにエルニーニョ/ラニーニャ現象との

関わりも深い。そのため、これらの現象の監視や予測

等は、異常天候の分析や季節予報等にとって重要な

要素のひとつとなっている。令和４年度季節予報研修

テキストでは、最新の大気や海洋のデータセットを用

                                                           
1 中三川 浩 

いて統計をとったエルニーニョ/ラニーニャ現象、西太

平洋熱帯域やインド洋熱帯域の海面水温の特徴等に

ついて述べた。今年度は、これらの成果をエルニーニ

ョ監視速報等に反映し、また日本や世界の天候（気温、

降水量等）との関わりについて調査したので本紙で詳

細を述べる。なお、従前にも同様の調査を行い、平成

27 年度季節予報研修テキストで報告した。この調査

結果との違いは、統計資料の年数や地点数の増加に

よるものが多く、世界や日本の天候との関わりについ

て、空白地帯の解消や統計的な有意性の変化が見ら

れた。 

 

なお、本「季節予報技術資料」は昨年度まで刊行し

ていた「季節予報研修テキスト」から名称を変更したも

のである。本資料は、季節予報に関する最新の技術

や運用に関する専門的な情報を掲載することにより、

季節予報業務を担当する気象庁職員が業務へ活用

することを目的としている。また、本資料の気象庁ＨＰ

での公開を通して、季節予報や関連する事業を行う

民間事業者等にも幅広く利用していただくことも想定

しており、ご活用いただければ幸いである。 

 

2 
https://www.data.jma.go.jp/cpd/elnino/kanshi_joho/kanshi_j
oho1.html  

https://www.data.jma.go.jp/cpd/elnino/kanshi_joho/kanshi_joho1.html
https://www.data.jma.go.jp/cpd/elnino/kanshi_joho/kanshi_joho1.html
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2 週間から１か月予報の改善 

2.1 全球アンサンブル予報システムの更新1 

気象庁情報基盤部数値予報課数値予報開発セン

ター（以下、数値予報開発センター）では、気象庁の

数値予報システムの運用・開発を行っており、大気海

洋部気候情報課（以下、気候情報課）では、その数値

予報システムの実行結果などを基礎資料として週間

天気予報を含む長期予報の発表を行っている。特に

週間天気予報、2 週間気温予報、１か月予報の作成

には、数値予報開発センターで開発された全球アン

サンブル予報システム（Global Ensemble Prediction 

System；以降 GEPS）の実行結果を基礎資料として用

いている。本章では、近年の GEPS 更新について簡単

に紹介する。詳細については数値予報開発センター

年報2や配信資料に関する技術情報3を参照していた

だきたい。 

 

2.1.1 2022 年 3 月の更新 

2022 年 3 月の GEPS 更新の主な点は、水平高解

像度化及びそれに関連する物理過程の変更と、2 段

階海面水温（Sea Surface Temperature；以降 SST）法

ほかの改良である。第 2.1-1 表に GEPS の仕様変更の

概要を示す。 

(1) 数値予報開発センター年報等の案内 

本更新の詳細な内容や試験結果等は以下の各資

料で述べられている： 

 数値予報開発センター年報（令和３年） 

・第 4.1 節 全球モデルの水平解像度向上、物理

過程改良に向けた開発（気象庁 2022a） 

                                                           
1 原口 慶子, 池田 友紀子 
2https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/np
dc_annual_report_r03_4-01.pdf 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r0

3/npdc_annual_report_r03_4-01.pdf 

 

・第 4.3 節 全球アンサンブル予報システムの改良

（気象庁 2022b） 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r0

3/npdc_annual_report_r03_4-02.pdf 

 

 数値予報開発センター年報（令和４年） 

・第 3.2 節 全球アンサンブル予報システムの改良

（気象庁 2023a） 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r0

4/npdc_annual_report_r04_3-01.pdf 

 

 配信資料に関する技術情報 No.578（気象庁情

報基盤部 2022）

https://www.data.jma.go.jp/suishin/jyouhou/pdf/5

78.pdf 

 

(2) 季節予報関連の指数の予測検証 

ここでは数値予報開発センター提供の資料を用い

て（１）の内容を補足する。検証仕様の詳細は数値予

報開発センター年報を参照していただきたい。 

気象庁では、夏のアジアモンスーンに伴う広域の対

流活動の指標として、各種の指数を定義し、季節予

報業務に用いている。第 2.1-1 図にアジアモンスーン

の予測精度を示す。夏のアジアモンスーン外向き長

波放射量（Outgoing Longwave Radiation；以降 OLR）

インデックス（Summer Asian Monsoon OLR Index ；以

降 SAMOI。ここで全体の活動度を示す SAMOI-A）

3 https://www.data.jma.go.jp/suishin/cgi-
bin/jyouhou/jyouhou.cgi 

第 2.1-1 表 2022 年 3 月の GEPS 更新時の仕様変更 
配信資料に関する技術情報 No.578 より引用し、一部加工。 

変更前 変更後 

水平 

解像度 

18 日予報まで：約 40km 

それ以降：約 55km 

18 日予報まで：約 27km 

それ以降：約 40km 

SST 

11 日予報まで：海面水温解析による偏差固定 

それ以降：熱帯・亜熱帯域に CPS2 による 5 日

ごとの予測結果を利用 

6 日予報まで：海面水温解析による偏差固定 

それ以降：熱帯・亜熱帯域に CPS3 による毎日

の予測結果を利用 

   

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/npdc_annual_report_r03_4-01.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/npdc_annual_report_r03_4-01.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/npdc_annual_report_r03_4-02.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/npdc_annual_report_r03_4-02.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r04/npdc_annual_report_r04_3-01.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r04/npdc_annual_report_r04_3-01.pdf
https://www.data.jma.go.jp/suishin/jyouhou/pdf/578.pdf
https://www.data.jma.go.jp/suishin/jyouhou/pdf/578.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/npdc_annual_report_r03_4-01.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r03/npdc_annual_report_r03_4-01.pdf
https://www.data.jma.go.jp/suishin/cgi-bin/jyouhou/jyouhou.cgi
https://www.data.jma.go.jp/suishin/cgi-bin/jyouhou/jyouhou.cgi
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（気象庁 1997）の相関係数は、5 月初期値は改善し

た一方、6 月と 8 月初期値は改悪した。インドモンスー

ン指数（Convection Index 1 ；以降 CI1）（Wang and 

Fan 1999）の相関係数は 5 月初期値において大きく改

善、7 月初期値でも改善した。東南アジアモンスーン

指数（Convection Index 2 ；以降、CI2）（Wang and Fan 

1999）の相関係数は、6 月と 8 月初期値は改善した一

方、7 月初期値は改悪した。 

 

2.1.2 2023 年 3 月の更新 

2023 年 3 月の GEPS 更新の主な点は、モデルの非

地形性重力波過程の改良、標高データセットの更新、

2 段階 SST 法の適用範囲の拡大である。 

(1) 数値予報開発センター年報等の案内 

本更新の詳細な内容や試験結果等は以下の各資

料で述べられている： 

 数値予報開発センター年報（令和４年） 

・第 4.1 節 全球モデルの物理過程改良（気象庁     

2023b） 

・第 4.2 節 全球アンサンブル予報システムの改良

（気象庁 2023c） 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/r0

4/npdc_annual_report_r04_4-01.pdf 

 

 配信資料に関する技術情報 No.606（気象庁情

報基盤部 2023） 

https://www.data.jma.go.jp/suishin/jyouhou/pdf/6

06.pdf 

 

(2) 季節予報関連の要素の予測検証 

ここでは数値予報開発センター提供の資料を用い

て（１）の内容を補足する。検証の仕様の詳細は数値

予報開発センター年報を参照していただきたい。 

循環場の変動は日本の天候に大きな影響を及ぼ

す。第 2.1-2 図に 850hPa 気温、地上気温との、予測 2

週目の日本周辺のアノマリー相関の差（TEST-CNTL）

を示す。いずれも、日本付近は各季節で改善を示す

領域が広がり、特に夏季の地上気温は大きな改善を

示している。 
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第 2.1-1 図 アジアモンスーンの予測精度の比較 
上はアジアモンスーン指数の領域図で、左から SAMOI、CI1、CI2。下は 5～8 月の各初期月の相関係数の比較一覧表で、

TEST 列の青字は改善、黒字は同値、赤字は改悪。系統誤差補正あり。（数値予報開発センター提供の資料を一部加工） 
 

 

 
 

 
第 2.1-2 図 日本周辺のアノマリー相関の差の分布図 
予測 2 週目（10 日～16 日先）の 7 日間平均のアノマリー相関の差（TEST-CNTL。赤色が濃いほど改善、青色が濃いほど改

悪）。要素は上から 850hPa 気温、地上気温。初期日は左から春（3-5 月）、夏（6-8 月）、秋（9-11 月）、冬（12-2 月）。系統誤差

補正あり。（数値予報開発センター提供） 
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2.2 週間予報から１か月予報までのガイダンスの予測

精度の改善1 

2.2.1 はじめに 

ガイダンスとは、客観的手法を用いて、数値予報モ

デルの出力結果に含まれる誤差を軽減し、数値予報

モデルの出力にはない要素へ翻訳するなどして、予

報の作成を支援するものである。週間予報や２週間気

温予報では、アンサンブル予報の各メンバーを利用し

て、予測の誤差範囲や信頼度に翻訳しており、１か月

予報では予測確率に翻訳している。このような翻訳を

客観的に行うため、ガイダンスでは直近の予報データ

や過去の予報データ（再予報データ）等を用いて、予

測に必要なパラメータの推定を行う。このパラメータの

学習方法については大きく分けて２つの型がある。ひ

とつは直近の予報データを用いてパラメータを随時更

新していくもの（逐次学習型）、もうひとつはパラメータ

を固定するもの（一括学習型）である。   

週間予報のための多くのガイダンスは逐次学習型

が採用されている一方で、２週間から１か月予報のた

めのガイダンスには再予報データと観測データの統計

的関係から事前に予測式を一括で求める一括学習型

を採用している。これは、予報期間が長く、逐次学習

による最適化のタイミングが遅れてしまうためである。 

本節では、第 2.1 節で述べた全球アンサンブル予

報 シ ス テ ム （ GEPS ） の バ ー ジョ ン GEPS2203 から

GEPS2303 への更新に伴う逐次学習による週間予報

ガイダンスの予測精度、及び、一括学習型の２週間か

ら１か月予報のガイダンスの再学習による予測精度の

評価結果について述べる。 

 

2.2.2 週間予報ガイダンスの予測精度改善 

 本項では、逐次学習型ガイダンスである週間予報ガ

イダンスの精度評価について述べる。 

 

(1) 評価方法 

逐次学習型ガイダンスの予測精度の評価には、現

業運用される数値予報モデルと同等の毎日の出力デ

ータが必要である。このため、今回は GEPS 開発段階

                                                           
1 山田 崇, 伊藤 晋悟, 山田 賢 

で作成された性能評価試験（夏季は 2021 年 6 月～

10 月、冬季は 2021 年 12 月～2022 年 3 月）の日本

域出力データ（水平解像度 0.375 度, 3 時間間隔）を

入力として同期間の機械学習を行い、平均気温の平

方根平均二乗誤差（RSME）や平均誤差（ME）、降水

確率の F1 スコア、捕捉率や適合率について確認した。

なお、F1 スコアや捕捉率、適合率の算出方法につい

ては、令和 2 年度季節予報研修テキストの第 1.6 節

（伊藤ほか（2020））の通りである。 

 

(2) 評価結果（気温） 

 第 2.2-1 図は GEPS の夏季と冬季の最高気温と最低

気温に関する週間予報ガイダンスの初期日ごとの 6 日

予報の ME について、 第 2.2-2 図は第 2.2-1 図と同

様の要素の RSME について、GEPS2203 と GEPS2303

との比較を示したものである。 

夏季と冬季の最高気温と最低気温ともに、ME や

RMSE に大きな変化は見られない。GEPS では大気海

洋結合モデルをベースとする季節アンサンブル予報

システム（季節 EPS）が予測した海面水温（SST）を用

いて、予測に利用する SST を変化させながら予測を

行う「２段階 SST 法」を採用している。GEPS2303 では、

この「２段階 SST 法」の適用範囲が、従来の熱帯・亜

熱帯域（30°N～30°S）から全球域に拡大され、中

緯度帯の SST 変化の予測が改善したものの、「２段階

SST 法」は 5.5 日先（132 時間先）以降の予測に対し

て用いられているため、週間予報の予測期間では改

善効果が小さく、真価を発揮するのは 2 週目以降の

予測であるためと考えられる。 

 

(3) 評価結果（降水） 

第 2.2-3 図は、降水に関するスコア、捕捉率と適合

率 の 評 価 結 果 を 示 し て い る が 、 GEPS2203 と

GEPS2303 で有意な違いは見られなかった。 
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第 2.2-1 図 気温に関する週間予報ガイダンスの平均誤差 
夏季（上段）と冬季（下段）の最高気温（左図）と最低気温（右図）に関する週間予報ガイダンスの 6 日予報の平均誤差

（ME）。橙色は GEPS2203 ガイダンス、青色は GEPS2303 の性能評価試験データによるガイダンスを示す。 
 
 

 

 
第 2.2-2 図 気温に関する週間予報ガイダンスの平方根平均二乗誤差 
第 2.2-1 図と同様。ただし、検証指標は平方根平均二乗誤差（RMSE）。 
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2.2.3 ２週間・１か月予報ガイダンスの予測精度改善 

本項では、一括学習型ガイダンスである２週間・１か

月予報ガイダンスの評価結果について述べる。 

 

(1) 評価方法 

GEPSは予測精度の評価や平年値の作成、系統

誤差の補正等を目的に、月あたり 2回（15日と

月末の 12UTC初期値）の気象庁第 3次長期再解

析（JRA-3Q）を初期値とする過去 30年間（1991

～2020年）の再予報を実施している。一括学習

型のガイダンスは、この再予報データを用いて係

数を作成する（詳細は「令和２年度季節予報研修

テキスト」第 1.6節（伊藤ほか（2020））を参

照）ため、この日本域データ（水平解像度 0.5625

度, 6時間間隔）を用いて係数の再作成を行い、

１か月予報で発表している平均気温、降水量、日

照時間、降雪量の各要素について、ブライアスキ

ルスコア（BSS）や信頼度曲線による評価を行っ

た。また、早期天候情報ガイダンスについて、F1

スコア、適合率や捕捉率による評価を行った。F1

スコアや捕捉率、適合率の算出方法については、

2.2.2項(1)と同じく、令和 2年度季節予報研修テ

キスト（伊藤ほか（2020））の第 1.6節のとおり

である。 

 

(2) 評価結果 

第 2.2-4 図は、１か月予報ガイダンスの予測時間ご

と の 各 要 素 の 予 測 精 度 に つ い て 、 GEPS2203 と

GEPS2303 の BSS を比較したものである。降水量や日

照時間の予測は、予測時間によらず概ね中立であっ

たが、平均気温は 2 週目以降で明らかな改善傾向が

確認できる。また、降雪量は全ての予測時間を通じて

予測精度の改善傾向が表れている。 

第 2.2-5 図は、１か月予報ガイダンスの予測時間ご

との平均気温の予測精度について、信頼度曲線を比

較したものである。分離度（Bres）の改善が大きいこと

が分かる。この様な平均気温や降雪量の予測精度の

改善については、「２段階 SST 法」の全球域への拡大 

 
第 2.2-3 図 降水確率に関する週間予報ガイダンスの各種スコア 
夏季（上段）と冬季（下段）の降水確率に関する週間予報ガイダンスの 6 日予報の F1 スコア（左図）、捕捉率（中図）、適合

率（右図）。朱色は GEPS2203 ガイダンス、青緑色は GEPS2303 の性能評価試験データによるガイダンスを示す。 
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第 2.2-4 図 再予報による予測時間（週）ごとの GEPS2203（朱色）と GEPS2303（青緑色）のブライアスキルスコア

（BSS）の比較。エラーバーはブートストラップ法で見積もった 90%信頼区間を表記している。 

 

 
第 2.2-5 図 再予報による予測時間（週）ごとの平均気温に関する GEPS2203（上段）と GEPS2303（下段）の信頼度曲

線の比較。 
赤線が信頼度曲線、黒点線が気候値予報、図中右下の緑の棒グラフが予測頻度を示す。灰色領域は BSS に正の寄与

を持つ。ブートストラップ法で見積もった 95%信頼区間をエラーバーで表記している。BSS は Brier Skill Score、Brel は信

頼度、Bres は分離度で、それぞれのスコアの 100 倍値を示す。 
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に伴い、日本近海の SST の変化が精度良く予測され

るようになったことから、海洋から大気への顕熱・潜熱

輸送量の表現が改善したことによるものと考えられる。 

第 2.2-6 図は、１か月予報ガイダンスにおける１か月

平均の各要素の予測精度について、GEPS2203 と

GEPS2303 の BSS を季節ごとに比較したものである。

平均気温の改善は全ての季節で見られる。一方、通

年の評価では改善が見られなかった降水量や日照時

間は、春の予測精度が改善傾向であることが分かる。 

 第 2.2-7 図は、早期天候情報ガイダンスの F1 スコア、

適合率、捕捉率の比較を示しているが、顕著な高温

や低温、大雪を対象とする早期天候情報ガイダンスに

ついでは、GEPS2203 と GEPS2303 で大きな変化は見

られなかった。「２段階 SST 法」による海面水温の改善

効果は気温の変動成分よりも、系統誤差成分の改善

に効果が高いためではないかと推察される。 

 

2.2.4 まとめ 

 本節では、GEPS 更新に伴う逐次学習型の週間予

報ガイダンス、及び一括学習型の２週間・１か月予報

ガイダンスの予測精度の変化を確認した。その結果、

気温や降雪量の 5.5 日先（132 時間先）以降の予測に

ついて、「２段階 SST 法」の適用範囲が拡大されたこと

による平均気温や降雪量の予測精度の改善効果が

確認できた。気象庁では令和 5 年度末から新たなス

ーパーコンピュータシステムを導入し、更なる予測精

度の向上を図っていく計画である。 

 
第 2.2-6 図 再予報による季節ごとの GEPS2203（朱色）と GEPS2303（青緑色）のブライアスキルスコア（BSS）の比

較。エラーバーはブートストラップ法で見積もった 90%信頼区間を表記している。 
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第 2.2-7 図 再予報による GEPS2203（赤線）と GEPS2303（緑線）の早期天候情報の F1 スコア（左）、適合率（中央）、

捕捉率（右）の比較。 
上から順に、高温、低温、大雪に関する早期天候情報の検証結果を示している。高温はかなり高い、低温はかなり低い確

率 、大雪はかなり多い確率 30%以上を発表としたときの F1 スコア、適合率、捕捉率。横軸はリードタイムで、発表日を 0 

日とした 5 日間平均の中日を示す。陰影は２週間気温予報対象期間外。エラーバーはブートストラップ法で見積もった 

90%信頼区間を表記している。 
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3 エルニーニョ・ラニーニャ現象と天候の特徴 

3.1 概要1 

 気象庁は、エルニーニョ・南方振動（ENSO; El Niño 

Southern Oscillation）など熱帯域の大気・海洋の変動

を監視している。エルニーニョ現象等の発生は、太平

洋赤道域に設けたエルニーニョ監視海域などの海面

水温データに基づき、特定を行っている（第 3.1-1 図

及び第 3.1-1 表）。また、監視海域の水温変動をもとに、

過去のイベント発生時の天候の特徴を統計資料とし

てまとめ、実況の解説や季節予報に利用している。 

 令和 5 年 6 月より、監視海域の海面水温データセッ

トとして MGDSST（Merged Satellite and In-situ Data 

Global Daily SST; 栗原ほか, 2006）を利用している。

MGDSST は、現場観測に加えて衛星観測も活用す

ることで水平分解能が高く、品質の高い海面水温デ

ータセットである。同時に、大気の変動（貿易風等）の

監視には、海面水温として MGDSST を使用して解

析された高精度な大気データ（気象庁第  3 次長期

再解析（JRA-3Q）; 気象庁, 2021; 2022; 2023）を利用

する。大気と海洋で物理的に整合性のあるデータを

用いることで、大気と海洋それぞれ相互に影響しあっ

て発生・発達するエルニーニョ現象等をより的確に監

視することが可能になった。これらのデータセットの切

り替えに伴い、過去の統計資料についても更新した。 

エルニーニョ現象等の特定に必要な基準値の計算

に前 30 年間のデータを必要とするため、監視海域

の水温変動の推移については、2015 年6 月以降は 

MGDSST、それ以前は COBE-SST2（Hirahara et al., 

2014）を利用する（南ほか, 2022）。これらの海面水温

データを過去に遡って適用することで、過去のエルニ

ーニョ現象等について発生期間を特定し直した。海

面水温データ更新前後で比較すると、1979年秋～

1979/80年冬及び1993年春～1993年秋がエルニーニ

ョ現象の発生期間に追加となり、2005年秋～2006年

春がラニーニャ現象の発生期間ではなくなった。その

他のエルニーニョ現象等についても、発生開始・終了

時期が一部変更となった（第3.1-2図）。これは、海面

水温データの変更により、エルニーニョ現象等に特定

される基準をわずかに超えるかどうかという違いに基

づくものであり、エルニーニョ現象等が日本の天候に

与えた影響についてこれまでの見解を変更するもので

はない。 

過去のエルニーニョ現象等について発生期間を特

定し直したことに伴い、エルニーニョ現象等発生時の

世界及び日本の天候の統計的な特徴など過去の統

計資料も更新した。以下の節では新資料での世界と

日本の天候の特徴について説明する。 

 

参考文献 

気象庁 , 2021: 気象庁第3次長期再解析  (JRA-3Q) の本
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象庁数値予報開発センター, 115–124. 

気象庁 , 2022: 気象庁第3次長期再解析  (JRA-3Q) の本

計算進捗. 数値予報開発センター年報（令和3年）, 気

象庁数値予報開発センター, 133–138. 

気象庁 , 2023: 気象庁第3次長期再解析  (JRA-3Q) の本

計算進捗と品質評価. 数値予報開発センター年報（令

和4年）, 気象庁数値予報開発センター, 120–127. 

栗原幸雄, 桜井敏之, 倉賀野連, 2006: 衛星マイクロ波放

射計 , 衛星赤外放射計及び現場観測データを用いた

全球日別海面水温解析. 測候時報, 73, S1–S18. 

Hirahara, S., M. Ishii, and Y. Fukuda, 2014: Centennial-

Scale Sea Surface Temperature Analysis and Its 

Uncertainty, J. Climate, 27, 57–75. 

南敦、西村明希生、佐藤大卓, 2022: 海面水温データの特

性 . 令和4年度季節予報研修テキスト, 気象庁大気海

洋部, 41–57. 
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第 3.1-1 図 エルニーニョ現象に関係した海面水温を監視するために設定された監視海域 

エルニーニョ監視海域（NINO.3）、西太平洋熱帯域（NINO.WEST）、及びインド洋熱帯域（IOBW）の位置を示す。DARWIN
と TAHITI は南方振動指数の算出で使用する地上気圧観測点。 

 

 

 
第 3.1-1 表 監視海域とエルニーニョ等のイベント発生の定義 

監視海域 監視指数 イベント発生の定義 

エルニーニョ監視海域 

（5˚S-5˚N, 150˚W-90˚W） 

NINO.3 月別に前年までの 30 年間の海面水温を平均した値を基準値として、監視

指数（実況値−基準値）の 5 か月移動平均値が 6 か月以上続けて+0.5℃以

上（−0.5℃以下）となった場合を、エルニーニョ現象（ラニーニャ現象）と定義

する。 

西太平洋熱帯域 

（Eq.-15˚N, 130˚E-150˚E） 

NINO.WEST 月別に前年までの 30 年間の海面水温のトレンドを直線で近似し、その直線

を延長して得られた値を NINO.WEST の基準値として、実況値と基準値との

差の 5 か月移動平均値が 6 か月以上続けて+0.15℃ 以上（−0.15℃以下）

の場合、高い（低い）と定義する。 

インド洋熱帯域 

（20˚S-20˚N, 40˚E-100˚E） 

IOBW 月別に前年までの 30 年間の海面水温のトレンドを直線で近似し、その直線

を延長して得られた値を IOBW の基準値として、実況値と基準値との差の 5

か月移動平均値が 6 か月以上続けて+0.15℃ 以上（−0.15℃以下）の場合、

高い（低い）と定義する。 
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第 3.1-2 図 エルニーニョ現象及びラニーニャ現象の発生期間  
気象庁ホームページに掲載している「エルニーニョ現象及びラニーニャ現象の発生期間」

（https://www.data.jma.go.jp/cpd/data/elnino/learning/faq/elnino_table.html）を、海面水温データ更新前（左）と更新後（右）で

比較したもの。赤丸はデータ更新後、エルニーニョ現象の発生に追加された期間。青丸はデータ更新後、ラニーニャ現象の

発生ではなくなった期間。 
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3.2 エルニーニョ・ラニーニャ現象と世界の天候の

特徴1 

3.2.1 はじめに 

 熱帯域の海面水温の変動は、大気の大規模な循環

を通じて、世界の天候へ大きな影響を及ぼす。これま

で に も 気 象 庁 で は 、 中 部 ～ 東 部 太 平 洋 赤 道 域

（NINO.3）の海面水温変動として同定されるエルニー

ニ ョ・ ラ ニ ー ニ ャ 現 象 を は じ め 、 西 太 平 洋 熱 帯 域

（NINO.WEST）及びインド洋熱帯域（IOBW）の海面

水温変動に伴う世界の天候への影響について調査を

行 っ て き た （ 竹 内 , 2006; 福 田 , 2009; 佐 藤 ほ か , 

2016）。ここで、NINO.3、NINO.WEST 及び IOBW 

は気象庁で定義される監視海域である（第 3.1-1 図及

び第 3.1-1 表）。 

気 象 庁 第 3 次 長 期 再 解 析 （ JRA-3Q ） （ 気 象 庁 ,  

2021; 2022; 2023）が2023年に整備されたこと、並びに

監視指数に使用する海面水温データを全球日別海

面 水 温 解 析 値 （ MGDSST; 栗 原 ほか , 2006） 及 び

COBE-SST2（Hirahara et al., 2014）としたことを踏まえ、

熱帯域の海面水温変動に伴う世界の天候（気温及び

降水量）への影響について、統計期間を過去に延長

するなどの変更を加え、再度調査を行った。 

本調査は、世界各地の時系列観測データについて、

エルニーニョ現象等のイベント発生時に発生しやすい

三分位階級を統計的に抽出し、世界各地のどの地域

にどのような影響が見られるかを把握するものである

（佐藤ほか, 2016）。 

NINO.3、NINO.WEST 及びIOBW の海面水温変

動はお互いに密接に関連している。以下の結果は、

各海域の海面水温変動と世界の天候との関連を統計

的に抽出したものであり、必ずしも両者の直接の因果

関係が示されているとは限らないことに注意を要する。 
 

3.2.2 統計期間と使用データ 

 統計期間については、佐藤ほか（2016）の調査では

1958 年～2012 年（冬は 1958/59 年～2012/13 年）の

                                                           
1 中村 哲 
2 NINO.3 の海面水温基準値は、月別に前年までの 30 年間の海面水温を平均した値。 
3 NINO.WEST と IOBW の海面水温基準値は、月別に前年までの 30 年間の海面水温のトレンドを直線で近

似し、その直線を延長して得られた値。 

55 年間を対象としていたが、今回の調査では 1948 年

～2021 年（冬は 1947/48 年～2020/21 年）の 74 年間

とし、より長期間のデータを用いて調査を行った。 

用いた気温及び降水量の地上観測データは、1982 

年6月以降の地上月気候値気象通報（CLIMAT報）

データ及び米 国 海 洋 大 気 庁（NOAA）が整 備した

1947年以降のGHCN（Global Historical Climatology 

Network; Peterson and Vose, 1997; Manne et al., 2018）

データである。これらはいずれも、世界各地の地上観

測地点の月統計値であり、日本国外の地上観測デー

タを用いた平年値の作成（奥中ほか, 2021）で使用し

たものに準拠している。CLIMAT報データは、各国か

ら毎月送信される電文を基に、異常値を除くなど気象

庁において品質管理を施したものを使用している。

GHCNの気温データは、最新版のver. 4に更新されて

おり、佐藤ほか（2016）の調査よりも観測地点数が大

幅に増加している。CLIMAT報データ及びGHCNデ

ータの両方が利用可能な場合は、CLIMAT報データ

を優先して利用した。 

大洋上については、地上観測データから得られた

結果を補完する目的でJRA-3Qの2m気温及び降水量、

MGDSST及びCOBE-SST2の海面水温データ並びに

NOAA が提供する外向き長波放射量（OLR）データ

を用いた。解析期間は地上観測データと同様の74年

間であるが、OLR については1979年～2021年（冬は

1979/80 年～2020/21年）の43年間である。 

 

3.2.3 調査方法 

(1) エルニーニョ・ラニーニャ現象等の発生期間 

NINO.3海域における海面水温の基準値2との差の

5か月移動平均値が6か月以上続けて+0.5℃以上（-

0.5℃以下）となった期間をエルニーニョ現象（ラニー

ニャ現象）発生期間とした。また、西太平洋熱帯域

（NINO.WEST）及びインド洋熱帯域（IOBW）の海面

水温の基準値3との差の5か月移動平均値が6か月以

上続けて+0.15℃以上（-0.15℃以下）となった期間を、
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高温（低温）であるとした。各イベントの発生期間を第

3.2-1図に示す。以下では、エルニーニョ現象発生時、

NINO.WEST 高 温 時 、 IOBW 高 温 時 を そ れ ぞ れ

「NINO.3（＋）」、「NINO.WEST（＋）」、「IOBW（＋）」

とし、海域に関わらず各イベントを表現する場合には

「監視指数（＋）」と表記する。一方、ラニーニャ現象発

生時、NINO.WEST 低温時、IOBW 低温時をそれぞ

れ「NINO.3（－）」、「NINO.WEST（－）」、「IOBW（－）」

とし、海域に関わらず各イベントを表現する場合には

「監 視 指 数 （－）」と表 記 する。同 様 に、平 常 時 は

「NINO.3（０）」、「NINO.WEST（０）」、「IOBW（０）」、

「監視指数（０）」と表記する。 

 

(2) 観測地点ごとの気温規格化偏差と降水量基準比

の算出 

統計値の算出にあたり、CLIMAT 報は現業で実施

した品質管理後のデータを使用した。GHCNデータに

対する品質管理として以下に合致するデータを棄却

した（奥中ほか, 2021）。 

・観測、通報時の誤りとみられるような極端な値 

・観測地点の移転が疑われるステップ状の変化 

・近傍地点の観測値とかけ離れた値 

・該当データを用いて作成した平年値に不自然な季

節進行がみられる場合 

品質管理後のデータを用いて、各地点の3か月平

均気温／3か月降水量の時系列を計算した。ただし、

もし連続する3か月のうち1か月でも欠測があった場合

には、計算しないこととした（例えば、ある年の3月が欠

測であれば、その年の1月～3月、2月～4月、3月～5

月の値を欠測扱いとした）。 

続いて、観測地点ごとに統計期間（1948年～2021

年）の平均値を基準値とし、各3か月の平均気温規格

化偏差（統計期間内の年々変動に伴う標準偏差で規

格化した基準値からの偏差）と降水量基準比（各3か

月降水量をその基準値で割ったもの）をそれぞれ求め

た。このとき、観測データ数が統計年数（74年）の5割

以上ある地点のみを利用した。5割以上としたのは、解

析結果の信頼性を高める観点からは、より欠測の少な

い時系列データを使うのが望ましいものの、その一方

で、データ数の割合を厳しくすると、利用できる観測地

点数が減ってしまうためであり、解析結果の信頼性と

解析できる地点数のバランスを考慮した結果である。 

観測データ数が少ない場合には、観測値の存在す

る期間が監視指数（＋）あるいは監視指数（－）の期

間に偏ってしまい、統計期間の気温及び降水量の基

準値そのものが偏ってしまうことが考えられる。これを

避けるため、観測データ数が統計期間の5割以上か

つ8割未満の場合には、以下で定義する「偏りの割合」

が20%以下の地点のみを利用した。 

偏りの割合（%）

≡ 監視指数(+)の年数 − 監視指数(−)の年数

監視指数(0)の年数

× 100 

 

(3) 格子データへの変換と線形トレンドの除去 

計算された観測地点ごとの気温規格化偏差／降水

量基準比を緯度5度×経度5度の格子ごとに平均した。

その際、格子内に1地点でも観測データがあれば格子

点平均値を算出した。 

各格子で使用された総データ数とその年々推移を

第3.2-2図に示す。ここでは夏のエルニーニョ発生時

の例のみ示すが、以下に述べる傾向はどの季節・イベ

ントでも同様である。GHCNデータの更新に伴い、気

温は陸上のほとんどの地域で統計量が算出可能であ

る。一方、降水量はユーラシア、アフリカ、南米などの

内陸部で空白地域が多い。元々のデータ数の少なさ

に加えて、品質管理でも半数近くが棄却されているこ

とがわかる。 

各観測点のデータには、熱帯域の海面水温変動の

影響のほか、地球温暖化等による長期的な変化傾向

（トレンド）が含まれている。後者による解析結果への

影響を除くため、気温データについては線形トレンド

を除去した。降水量についてはトレンドが明瞭ではな

いため、特にトレンド除去を行っていない。 

 

(4) 格子点データの階級分け 

前項で求めた格子点データについて、統計期間全

体の出現率が等しくなるよう「低い（少ない）」「並」「高

い（多い）」の3階級に分けた。階級区分値の算出方法

は、「気象観測統計指針」（気象庁, 2005）に示される、
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平年の階級区分値の求め方を参考に、各格子点の

時系列データを値の小さい順に並びかえた上で、 

・「低い（少ない）」と「並」の階級区分値 

13 × 74 × 74 個目の値と、 

13 × 74 + 1 × 74 個目の値の平均 

・「並」と「高い（多い）」の階級区分値 

23 × 74 × 74 個目の値と、 

23 × 74 + 1 × 74 個目の値の平均 

とした。ここで、 は資料年数である。 

「気象観測統計指針」（気象庁, 2005）に基づいて、

観測値が同じ値を持つ年が複数ある、あるいは、区分

値付近に同じ値の観測値が集まる場合に、階級区分

値を修正した。本調査では、このようにして求めた各

階級に含まれるデータの割合を「気候的出現率」と呼

び、多くの場合で33%に近い値をとる。ただし、例外的

に、砂漠などの雨のほとんど降らない地域では、デー

タのほとんどが降水量0mmで同じ順位となり、「少ない」

階級の気候的出現率が33%を大きく超える場合があ

ることに注意を要する。 

 

(5) 有意性の検定 

各格子における気温及び降水量の各階級の出現

率が、エルニーニョ現象等のイベント発生時に、気候

的出現率と比べて有意に大きいかどうかを統計的に

検定する。これは統計学の「母比率の検定」に相当す

るものである。 

まず、母集団での比率（母比率）を以下に示す と

する。 

= ある階級となる年数

イベント発生年数
 

気候的出現率を とし、帰無仮説を 

∶ =  

片側対立仮説を 

∶ >  

とする。そして、帰無仮説の下では標本から得られた

検定統計量が実現される確率（P値）が（あらかじめ設

定された信頼度水準を基に）十分低いことを示し、帰

無仮説を棄却するという評価を行う。ここで、帰無仮説

の下での確率分布は以下に示すように二項分布で表

される。 

統計期間において、イベント発生時の合計年数が 、

そのうちある階級（例えば「高い」）となる年数が であ

ったとすると、その出現率は ⁄ である。つまり、出現

率は、合計年数 からある階級を 年選ぶことに置き換

えて考えることができる。帰無仮説が正しいとした場合、

ある階級の出現率は （一定）で、その確率分布 ( )
は次式に示す二項分布で与えられる。 

( ) = (1 − )  

ここで、 

= !! ( − )! 
である。 

一般的に、二項分布とは、結果が成功か失敗かの

いずれかの場合、１回の試行における生起確率が

で一定として、 回の独立な試行を行ったときの成功

数（ ）を変数として表される離散確率分布である。本

調査の場合は、「成功」・「失敗」を例えば「高い」・「高

くない」と置き換えて考えることにより、二項分布が利

用できる。 

一般に、サンプル数が大きい場合には正規分布等

で近似して検定することもあるが、二項分布を直接計

算すれば、近似することなく、サンプル数が小さい場

合でも検定ができる。そのため、本調査でも二項分布

を用いた検定方法を採用した。 

 

3.2.4 結果 

(1) 格子ごとの分布図 

格子ごとに、エルニーニョ現象等のイベント発生時

に気温（降水量）が「高い（多い）」、「並」又は「低い

（少ない）」傾向となるかを、第3.2-3図～第3.2-8図に

示した。ここで格子点上に示されている階級は、P値が

最小、すなわち信頼度（（1-P値）×100）が最大となる階

級である。P値が小さいほど、その階級の出現率が気

候的出現率より大きくなる確率が高いということを示す。

単純に出現率が一番大きい階級を示すことをしない

のは、第3.2.3項(4)に述べたように、気候的出現率が
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33%を大きく超える階級がある格子（砂漠など）では、

ある階級のP値が最小の場合でも、その階級の出現率

が最大とは限らないためである。図中では、特に「少な

い」降水量の気候的出現率が50%を超える格子には

背景に四角枠を表示してある。気候的出現率が階級

によって変わらない格子では、最も出現率の大きい階

級で最小のP値が見出されるので、出現率の大きさを

基に表示した場合と同じになる。P値が全く同じとなる

階級が2つ以上ある場合には、「階級不定」として示し

た。 

図中で何も示されていない格子点は、データ数が

十分でないか、観測点が存在しないため計算が行わ

れなかったことを意味している。大洋上を除くと、アフリ

カ、ブラジル、極域で空白となる領域が見られるが、前

述のように最新版のGHCNデータを使用したことで、

特に気温に関しては陸上の大部分で評価が可能とな

っている。 

参考として第3.2-9図に、エルニーニョ現象及びラニ

ーニャ現象発生時の夏と冬の統計資料について、本

調査による更新前後の変化を示す。気温については

ユーラシア大陸北部、東南アジア、中東、アフリカ、中

米、南米北部、ポリネシアで評価可能になった地域が

多い（図中紫□）。階級信頼度の変化を見ると、熱帯

域では、エルニーニョ時の高温傾向、ラニーニャ時の

低温傾向がより明らかになった（図中色付き■）。 

降水量については、アフリカや中米の一部で新た

に評価可能となった地点があり（図中紫□）、東南アジ

ア、南米、ポリネシアではむしろ新たに評価不可能と

なった地点がある（図中緑□）。一方で、階級信頼度

の変化を見ると、熱帯域及びオーストラリアでエルニー

ニョ時の少雨傾向、ラニーニャ時の多雨傾向がより明

らかになった（図中色付き■）。 

今回の検定で有意な関係が見出されなかった格子

について、直ちに「イベントの発生との関連がない」と

結論できるわけではないことに注意されたい。今回の

調査では、いわゆる検出力を考慮して必要な資料数

を求めることは行っていない。本来、帰無仮説（母比

率が気候的出現率と等しい）が正しくないにもかかわ

らず、資料数が少なかったために今回の検定ではそ

れを否定できなかったことも考えられる。 

補 足 資 料 と し て 、 品 質 管 理 が な さ れ た 観 測 値

（GHCNデータ）と監視指数がともに整備されている

1901年以降を統計期間として作成した分布図を第

3.2-10図に示す。分布図は概ね本調査の資料と同様

であり、特に熱帯域については結果が頑強であること

を示唆する。一方、夏のラニーニャ時の東アジアで高

温傾向、冬のエルニーニョ時のヨーロッパ北部の低温

傾向が、長期統計の結果として現れている。中高緯度

では大気の内部変動が大きいため、得られた結果の

信頼性には依然注意が必要であるという統計学的な

示唆と同時に、気候学的な長期変動による変調の可

能性も示唆される。 

 

(2) 領域図 

第3.2.4項(1)で求めた格子点ごとの分布図から、信

頼度水準90%以上で統計的に有意な「高い（多い）」

及び「低い（少ない）」の階級がある程度まとまっている

領域を実線で囲った（第3.2-11図～第3.2-13図。以下

「領域図」という）。 

領域図の作成において、気温についてはJRA-3Q

の2m気温と、MGDSST並びにCOBE-SST2のエルニ

ーニョ現象等イベント発生時における合成図、降水量

についてはJRA-3Qの降水量と衛星データのOLRの

合成図を補助資料として用いた。例えば、観測地点

がまばらな大洋上でも、信頼度水準90%以上で統計

的に有意な領域が広がっていれば領域として囲うこと

とした。 

領域図を基に、エルニーニョ現象等イベント発生時

における世界の天候の特徴を第3.2-1表～第3.2-6表

にまとめた。佐藤ほか（2016）の調査と比較して、統計

期間の延長や観測地点の増加などにより、エルニー

ニョ現象等イベント発生時の特徴として挙げられる領

域は全体的に増えた傾向にある。 

 

3.2.5 まとめ 

 JRA-3Q の公開を踏まえ、エルニーニョ・ラニーニャ

現象等発生時の世界の気温及び降水量の傾向につ

いて、再調査を行った。本調査で得られた結果と従前

の調査との差異には次の影響が含まれると考えられる。 
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① 統計期間を1948年～2021年（冬は1947/48年～

2020/21年）の74年間に延長 

② 監視指数の算出に用いる海面水温データの変更

による、イベント発生期間の変更 

③ GHCNデータの最新版を使用したことによる観測

地点数の大幅な増加 

本調査では、熱帯の海面水温変動と世界の天候と

の関連を統計的に抽出するため、気温については線

形トレンドを除去した。ただし実際の気温の出現頻度

は、この線形トレンドに、本調査で得られた熱帯の海

面水温変動による影響や、十年から数十年程度の時

間スケールの自然変動の影響などが重なったものとし

て実現されることに留意する必要がある。 

また、本調査では、CLIMAT報のデータが無い期

間にはGHCNデータを利用し、気温については最新

版（ver. 4）を使うことでデータの空白域が大幅に減少

した。一方で降水量データについては依然としてデー

タのない地点や、データ品質が低いために利用できな

い地点が多い。今後は降水量について、データマイニ

ングなど様々なアプローチから過去データを整備する

ことが重要であろう。 
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第 3.2-1 図 NINO.3（左）、NINO.WEST（中央）、及び IOBW（右）の各海域における監視指数（＋）及び（－）の発生期間 

1948～2021 年の期間において、NINO.3（左）、NINO.WEST（中央）及び IOBW（右）の各海域について、監視指数（＋）と

なった期間を赤色で、監視指数（－）となった期間を青色で示す。 
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第 3.2-2 図 統計量の算出に使用した観測データ数 

夏（6～8 月）のエルニーニョ発生時の 3 か月平均気温（左）と 3 か月降水量（右）の統計量の算出にあたり、統計期間

（1948～2021 年）において緯度 5 度×経度 5 度の格子内で使用された観測データ数（上段）、及び全球積算データ数の

年々の推移（下段）。灰色が品質管理前のデータ数、青色が品質管理後のデータ数で、後者が上段の分布図に対応す

る。 
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第 3.2-3 図 エルニーニョ現象発生時の世界の天候の特徴（格子点版） 

上段から 3～5 月（上段）、6～8 月（中上段）、9～11 月（中下段）、及び 12～翌年 2 月（下段）の気温（左）並びに降水量

（右）の分布図。緯度 5 度・経度 5 度ごとの格子内の平均的な気温、降水量について、統計期間中（1948～2021 年）のイ

ベント発生時の出現率が気候的出現率より大きくなる信頼度（（1-P 値）×100）が最大となる階級を示したもの。図の下側に

ある凡例の数字は、信頼度を表している。同一格子で、信頼度が 2 つ以上の階級で同じ場合、最も現れやすい階級を 1
つに決定できないため「階級不定」とし、灰色の四角いマークで示している。降水量について「少ない」階級の気候的出現

率が 50%を超える格子には、背景に四角枠を示した。マークが無い格子は統計解析を行うのに十分な資料がない格子で

ある。 
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第 3.2-4 図 ラニーニャ現象発生時の世界の天候の特徴（格子点版） 

第 3.2-3 図と同じ。ただしラニーニャ現象発生時の分布図。 
 

  



 

- 24 - 
 

 

 

 

 
第 3.2-5 図 西太平洋熱帯域の海面水温が高温時の世界の天候の特徴（格子点版） 

第 3.2-3 図と同じ。ただし西太平洋熱帯域の海面水温が高温時の分布図。 
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第 3.2-6 図 西太平洋熱帯域の海面水温が低温時の世界の天候の特徴（格子点版） 

第 3.2.3 図と同じ。ただし西太平洋熱帯域の海面水温が低温時の分布図。 
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第 3.2-7 図 インド洋熱帯域の海面水温が高温時の世界の天候の特徴（格子点版） 

第 3.2-3 図と同じ。ただしインド洋熱帯域の海面水温が高温時の分布図。 
 

  














































